
（平成２３年１０月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認滋賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



滋賀国民年金 事案 1032 

 
第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41年２月から 44年７月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年２月から 44年７月まで 

             ② 昭和 50年５月から同年 10月まで 

結婚後、夫と二人で、Ａ市役所で国民年金に加入し、一緒に 20 歳まで遡

って国民年金保険料を納付した。平成 20 年に統合された記録を通知された

時も、23年３月の年金請求手続時の年金見込額の試算においても、473か月

の国民年金保険料納付済期間があるという回答だった。ところが、請求手続

から３週間後に、申立期間①の 42 か月分の保険料について還付するという

ことで、国民年金保険料過誤納額還付・充当通知書が送付され、その後、申

立期間①を差し引いた 431 か月を国民年金保険料納付済期間とする国民年

金・厚生年金保険年金証書が送付され、年金額も見込額より７万円近く減額

されていた。さらに、還付金額が間違っていたとのことで、国民年金保険料

過誤納額還付・充当通知書を差し替えられた。 

役所から納付案内されたとおりに国民年金保険料を納付し、35 年間、年

金として受給できるものと思ってきたので、申立期間①を国民年金保険料納

付済期間として認めてほしい。 

また、申立期間②については、保険料を納付しようとしたが、その必要は

ないと役所に言われたのに、私の意思に反して、未納とされており、納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①を含む昭和 41年２月から 48年３月までの７年２か月

分の国民年金保険料を第２回特例納付により、50年 12月２日に納付している

ことが納付書・領収証書及び特殊台帳により確認できるが、申立期間①（42



か月）は厚生年金保険の脱退手当金支給済期間であるため、国民年金の被保険

者とはなり得ない期間であり、誤適用として、平成 23年３月 18日に、還付期

間 42か月分の還付決議がなされている。 

しかし、申立期間①に係る保険料については、本来保険料を納付できない厚

生年金保険被保険者期間でありながら、行政側が申立期間を含む期間の特例納

付の納付書を作成したという誤りにより、申立人が当該期間の国民年金保険料

を納付した後、約 35年間の長期間にわたり、国庫歳入金として扱われていた

ことは明らかである上、申立期間①の厚生年金保険被保険者期間については、

脱退手当金が支給済みであり、厚生年金保険の被保険者でなかったものとみな

されることを踏まえると、申立人の国民年金の受給期待権は尊重されるに値す

べきものと考えられ、制度上国民年金の被保険者となり得ないことを理由とし

て当該期間の保険料を還付することは、信義衡平の原則に反するものと考えら

れる。 

一方、申立期間②について、申立人の所持する国民年金手帳の発行日は、昭

和 50年 11月 28日であり、申立人は、同日付けで任意加入被保険者の資格を

取得していることから、任意加入の対象となる申立期間②については、被保険

者資格を遡って取得することができない上、同手帳の昭和 50年度における国

民年金印紙検認記録の５月から 10月までの欄にも、「納付不要」の押印がされ

ていることから、申立期間②は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を

納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和41年２月から44年７月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



  

滋賀厚生年金 事案 1153 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（17 万円）であったと認められることから、申立期間の標

準報酬月額の記録を 17万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から同年 10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成５年４月から同年９月までの期間に

ついて、国（厚生労働省）の標準報酬月額の記録が 17 万円から８万 6,000

円に引き下げられており、納得がいかない。給与が引き下げられた記憶も無

いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、申立

人が主張する 17万円と記録されていたところ、平成５年 10月 12 日付けで、

同年４月１日に遡って月額変更の処理が行われて８万 6,000 円に引き下げら

れていることが確認できる上、事業主及び大半の従業員についても同日付けで

月額変更の処理が行われ、標準報酬月額が大幅に引き下げられていることが確

認できる。 

また、申立人が所持する平成５年４月から同年７月までの期間に係る給料支

払明細書により、申立人は、同年４月の月額変更前の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

さらに、申立人は経理担当であったが、当時のＡ社の経理担当責任者は、「当

該月額変更は、社長が社会保険事務所の指導を受けて行ったもので、私も一緒

に指導を受けたが、当該月額変更届の作成指示は誰にもしていない。」と供述

していることから、申立人が当該月額変更処理に関与していたとは考え難い。 

加えて、Ａ社は、申立期間当時に厚生年金保険料を滞納していたことが滞納

処分票から確認できる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成５年 10月 12日付けで行われた月



  

額変更の処理は、事実に即したものとは考え難く、申立人について同年４月１

日に遡って標準報酬月額の減額処理が行われる合理的な理由は見当たらず、申

立人の申立期間における標準報酬月額について、有効な記録訂正があったとは

認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た 17万円に訂正することが必要と認められる。



  

滋賀厚生年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 46 年 10 月

22 日、資格喪失日は 47 年９月 21 日であると認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、４万 5,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １  申立人の氏名等 

     氏    名 ： 女 

     基礎年金番号 ：  

     生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

     住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 43年６月頃から 44年４月頃まで 

             ② 昭和 44年４月から 47年 10月まで 

             ③ 昭和 47年 11月頃から 48年９月頃まで 

私は、申立期間①において、Ａ社Ｂ支店のＣで勤務し、申立期間②におい

ては、同社Ｄ支店のＥで勤務し、申立期間③においては、Ｆ社のＧで勤務し

ていた。いずれの期間においても、正社員として勤務し、厚生年金保険に加

入していたと思うので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、申立人は、Ａ社Ｄ支店に勤務していたと主張している

ところ、申立人が名前を挙げた同僚の供述及び雇用保険の記録から、申立人が

昭和 46年 10月 22日から 47年９月 20日まで、同支店に勤務していたことが

確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人と同姓同

名、かつ、同じ生年月日で、基礎年金番号に統合されていない厚生年金保険被

保険者記録（資格取得日は昭和 46 年 10 月 22 日、資格喪失日は 47 年９月 21

日）が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、上記の厚生年金保険被保険者記録は、申立人

の記録であり、事業主は、申立人が昭和 46 年 10月 22日に厚生年金保険被保

険者資格を取得し、47年９月 21日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所（当時）に行ったことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、上記の被保険者原票の記録から、



  

４万 5,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②のうち、昭和 44年４月から 46年 10月 22日までの期間及

び 47年９月 21日から同年 10月までの期間については、申立人が名前を挙げ

た二人の同僚のうち、一人は、当該期間におけるＡ社での厚生年金保険の被保

険者記録が見当たらず、残りの一人についても、申立人は、姓のみしか記憶し

ていないため、特定することができず、申立人の勤務実態等を確認することが

できなかった。 

また、Ａ社は、当時の人事記録及び賃金台帳等を保管しておらず、当該期間

における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認すること

ができない。 

申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ支店のＣで勤務していたと主張して

いるが、同支店のＣで勤務していた複数の従業員は、「当時、Ｂ支店のＣには、

若い女性が勤務していた記憶は無く、申立人のことは知らない。」と証言して

おり、申立人も当時の上司及び同僚の氏名を記憶していないことから、申立人

の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、当該期間におい

て、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、

申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

申立期間③について、申立人は、当時、Ｆ社に勤務していた者の紹介により、

同社に入社したと主張しているが、申立人を同社に紹介したとされる者は、申

立人のことを記憶しておらず、当該期間における申立人の勤務実態等について、

具体的な証言を得ることができなかった。 

また、複数の従業員に照会しても、申立人のことを記憶している者はいない

ため、申立人の勤務実態等を確認することはできない。 

さらに、Ｆ社の後継事業所であるＨ社は、「当時の入店者名簿及び退店者名

簿を確認したが、申立人の記録は見つからず、申立期間当時の賃金台帳等の関

連資料も不明である。」と回答していることから、申立期間における申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除状況等を確認することができない。 

加えて、Ｆ社に係る厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間にお

いて、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号も連続しており、欠番

も見られないことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間①、申立期間②のうち、昭和 44年４月から 46

年 10月 22日までの期間及び 47年９月 21日から同年 10月までの期間並びに

申立期間③に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、申立期間②のうち、昭和

44 年４月から 46 年 10 月 22 日までの期間及び 47 年９月 21 日から同年 10 月

までの期間並びに申立期間③における厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



滋賀国民年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和37年３月から同年６月までの期間及び40年１月から同年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

  住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月から同年６月まで 

             ② 昭和 40年１月から同年３月まで 

    申立期間①及び②について、国民年金保険料を毎月納付したのに、納付済

みと記録されていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 37 年３月頃、Ａ町の役場で国民年金の加入手続を行った。

申立期間①の国民年金保険料月額は 480円、申立期間②の国民年金保険料月額

は 600 円であった。申立期間①及び②の保険料は、同町の役場窓口で納付し

た。」と申し立てている。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金に加入した

場合に払い出される国民年金手帳記号番号が申立人に対し払い出された形跡

が見当たらないことから、申立期間①及び②については、国民年金の未加入期

間であり、制度上、保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立期間①及び②当時の国民年金保険料月額は、100円であったこと

から、申立人が納付したとする保険料額についての記憶とも符合しない。 

さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 
これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



滋賀国民年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年 10月から 44年９月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 44年９月まで 

昭和 40 年 10 月から 44 年９月まで未納となっているが、途中で中断する

ことは考えられないので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号「＊」は、昭和 46年 11月 25日にＡ市にお

いて払い出されており、この頃に国民年金の加入手続が行われたものと推認さ

れ、当該払出日時点では、申立期間の保険料は、時効により納付することがで

きない。 

また、当該払出日当時は、時効により納付することができない国民年金保険

料の未納期間について特例納付が実施されていた時期であったことから、昭和

48 年６月以降に作成された申立人の国民年金手帳記号番号「＊」に係る国民

年金被保険者台帳（マイクロフィルム）には特例納付により納付したとの記載

はないものの、過年度納付月数を含む申立人の全ての納付月数が、４年＊月生

まれの申立人の年金受給資格期間である 276 月(23 年)を満たしていることな

どを踏まえると、納付記録自体に特段不合理な点はうかがえず、当該過年度納

付及び特例納付は、申立人の年金受給資格期間を最低限確保するために行われ

たものと考えるのが自然である。 

なお、申立人には、申立人がＡ市に転居する前に居住していたＢ町において、

申立人の旧姓である「Ｃ」で、別の国民年金手帳記号番号「＊」が昭和 35年

11月 22日に払い出されているが、36年 10月 30日にはその払出しが取り消さ

れており、同手帳記号番号で申立期間に係る国民年金保険料を納付することは

できない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関



連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関係資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年４月から44年９月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 44年９月まで 

私の国民年金の記録は、昭和 36年４月から 44年９月まで未納となってい

るが、36年４月から 40年９月まで主人が納付となっているのに、私だけ納

付となっていないのはおかしい。同年 10 月以降も未納であることは考えら

れないので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の夫と同日の昭和 46 年 11 月 25

日に連番で払い出されており、この頃に国民年金の加入手続が行われたものと

推認され、当該払出日時点では、申立期間の保険料は、時効により納付するこ

とができない。 

また、当該払出日当時は、時効により納付することができない国民年金保険

料の未納期間について特例納付が実施されていた時期であったことから、昭和

48 年６月以降に作成された申立人の国民年金手帳記号番号「＊」に係る国民

年金被保険者台帳（マイクロフィルム）を確認したが、特例納付により納付し

たことをうかがわせる記載は見当たらない上、過年度納付月数を含む申立人の

全ての納付月数が申立人の年金受給資格期間である 300 月(25 年)を満たして

いることなどを踏まえると、申立人が当該払出日当時に申立期間の保険料を特

例納付しなければならない特段の理由は見当たらず、申立人夫婦に聴取しても、

記憶が曖昧なため、納付状況が不明瞭である。 

さらに、複数の読み方でのオンラインシステムによる氏名検索及び国民年金

手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査を行うも、現在の国民年金手

帳記号番号以外に別の同手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 



加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関係資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年９月から８年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年９月から８年３月まで 

    20 歳になる前にＡ市役所からもＢ市役所からも国民年金の加入について

の通知が届かず疑問に思っていた。その後、Ｂ市からＡ市に戻った平成８年

７月頃に、父がＡ市役所に行き、20 歳に遡及して私の国民年金の加入手続

を行い、平成８年度（現年度）は、私が学生であったため免除申請を行って

くれた。その２、３か月後の同年 10 月頃に、Ｃ社会保険事務所（当時）か

ら送付されてきた過年度保険料の納付書により、父がＤ銀行本店で父名義の

同行Ｅ支店の普通預金口座から現金を引き出し、同行本店で申立期間の保険

料を一括納付してくれた。しかし、国（厚生労働省）の記録では未納になっ

ているので、よく調べて記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、19 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間及び申

請免除期間を除き、国民年金保険料を全て納付しており、申立人の申立期間の

保険料を納付したとするその父親は、申立期間を含め全ての国民年金加入期間

の国民年金保険料を納付していることから、その父親の納付意識は高かったも

のと考えられる。 

しかしながら、申立人の父親は、申立期間の保険料を一括納付した時期は、

申立人の国民年金の加入手続をしたとする平成８年７月頃から２、３か月後の

同年 10 月頃であったと供述しているところ、オンライン記録によると、９年

７月８日に過年度納付書が発行されており、当該時点では、申立期間のうち６

年９月から７年５月までの保険料は時効で納付できない上、当該時点で申立人

に未納期間があったことが確認できる。 

また、Ａ市の申立人に係る申立期間の国民年金保険料の納付記録は未納とな



っており、オンライン記録と一致している。 

さらに、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



滋賀国民年金 事案 1037 

 
第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年３月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年３月から 55年３月まで 

青年会で、役場の方から国民年金への加入を勧められ、21 歳の時に父が

加入手続をしてくれたように思う。その時に、20 歳の誕生日まで遡って保

険料を納付したと言われた記憶がある。その後、年金手帳が無いのに気がつ

き、妻が再交付の手続をしてくれた際も、加入は 21 歳からだが、保険料を

納付したのは 20 歳からだと思っていた。ところが、ねんきん特別便では、

申立期間が未納となっており、納得できないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和57年10月７日に、Ａ町で払い出され、

国民年金被保険者資格が 55年４月１日まで遡及して取得されていることから、

申立期間は、未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期

間である。 

また、申立人の所持する年金手帳を見ても、申立人が国民年金の初めて被保

険者となった日は、昭和 55年４月１日とされているが、当該手帳には、「Ａ町」

及び「再交付」の押印がなされていることから、同町で、再交付時に作成され

たものと考えられ、同町においても申立人の国民年金の被保険者資格の取得日

は同日として記録されていたものと考えられる。 

さらに、複数の読み方で氏名検索するも、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらず、申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



滋賀厚生年金 事案 1155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年７月 18日から 31年６月２日まで 

年金を受給する際に、Ａ事業所での厚生年金保険被保険者期間が算入され

ておらず、脱退手当金を受給したことになっていることが分かった。受給し

た覚えもないので年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金を支給

した旨の記載があり、同台帳に記載された支給額はオンライン記録と一致して

いる上、計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪

失日から約１か月後の昭和 31年７月 13日に支給決定されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人の

前後 50 人の被保険者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失月で

ある昭和31年６月の前後２年以内に資格を喪失した女性24人の脱退手当金の

支給記録を確認したところ、その 24 人全員に脱退手当金の支給記録（うち、

23 人が６か月以内に支給）が確認でき、資格喪失日が申立人の直前（昭和 31

年６月１日）の者の脱退手当金の支給日は申立人と同日の同年７月 13 日であ

る上、当時は、通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人につい

てもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 37年７月３日から 39年３月 29日まで 

② 昭和 40年４月 23日から 44年３月１日まで 

平成 16 年頃、年金記録を確認し、自分が脱退手当金を受け取ったことに

なっていることを初めて知った。受け取った記憶は無かったが、どうすれば

いいのか分からずそのままにしていたところ、日本年金機構からはがきが届

いたので申し立てた。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金の支給については、脱退手当金裁定請求書及び脱

退手当金支給決定伺が保管されており、これらの書類から確認できる記載内容

はオンライン記録と一致している。 

また、申立人に係る脱退手当金裁定請求書には、申立人の氏名及び当時の結

婚後の居住予定の住所地が記載されている上、当初の希望受領場所として当該

居住予定地近隣の金融機関を指定しているほか、当該請求書の受領欄には、申

立人が脱退手当金を受領したことを示す記名、押印があることが確認できるこ

とを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものと

は考え難い。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申立人の欄

には、脱退手当金の支給を意味する「脱手」の表示が記されている上、申立期

間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和44年４月22日に脱退手当

金の支給が決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、脱退手当金の支給決定日より前に、未請求となっている厚生年金保

険被保険者期間があるものの、同期間は、申立期間に係る厚生年金保険被保険



者記号番号とは別の記号番号で管理されており、当時、請求者からの申出が無

い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは困難であった

ことを踏まえると、未請求期間が生じていることに不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 30年９月１日から 31年７月 25日まで 

② 昭和 31年 11月 26日から 37年３月１日まで 

当時、私はＡをしており、Ｂ事業所を退職後も働き続けるつもりでおり、

同事業所を退職後、Ｃ事業所を経て、再びＢ事業所で働き続けているので、

申立期間に係る脱退手当金を請求することは不自然である。受け取った記憶

は無いため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について脱退手当金は受け取っていないと主張

しているが、申立人が受け取ったとされる脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後

の昭和 37年５月 22日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

また、申立期間②に係るＢ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載された女性のうち、申立人と同一時期（おおむね前後２年以内）に脱退手当

金の受給要件を満たして厚生年金保険被保険者資格を喪失した９人について、

脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含む８人に脱退手当金の支

給記録があり、そのうち申立人を含む４人が資格喪失後６か月以内に支給決定

されていることから、当該事業所においては、事業主による代理請求がなされ

ていた可能性がうかがえる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期

間である２回の被保険者期間が同一番号で管理されているにもかかわらず、申

立期間②の後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給した

ために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴取し

ても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50年４月１日から 62年１月１日まで 

② 平成 13年頃から 14年頃まで 

私は、申立期間①についてはＡ事業所に、申立期間②についてはＢ事業所

及びＣ社において、いずれも正社員として働いていたので、当たり前のよう

に給与から厚生年金保険料が引かれていたと思う。申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「Ｄ町にあったＡ事業所に正職員として勤

務していた。」と主張しているところ、元事業主の証言により、期間は特定で

きないものの、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事

業所となった記録は確認できない。 

また、Ａ事業所の元事業主は、「雇用した時期は定かではないが、ハローワ

ークを通じて５年の期限で雇用した。当事業所は個人事業所なので、厚生年金

保険には入っておらず、保険料も控除していない。」と回答している。 

なお、申立人は、申立期間①について、Ａ事業所からＥ事業所に修行に出さ

れた旨述べているところ、Ａ事業所及びＥ事業所の元事業主の証言から、Ａ事

業所を退職後、Ｅ事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｅ事業所の元事業主も、「申立期間の頃に、５年ほど雇用していた。

しかし、個人事業所なので、厚生年金保険には入っておらず、申立人から保険

料も控除していない。申立人には、国民年金に入るように勧めていた。」と回

答している。 

申立期間②について、申立人は、期間は明確でないもののＢ事業所に勤務し



ていたとしていることから、オンライン記録及び事業所名簿検索システムによ

りＢ事業所又はそれに類似する名称で厚生年金保険の適用事業所になってい

る事業所２社について調査したが、いずれの事業所も申立人が主張する事業所

ではなかった上、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず証言が得

られないことから、申立人が勤務したとする事業所を特定することができない。 

また、申立期間②について、申立人は、Ｃ社にも勤務していたとしていると

ころ、同社は、「申立人の履歴書だけが保管されており、当社で雇用した可能

性はあるが、勤務期間等については分からない。」と回答しており、申立人の

同社における勤務実態についての具体的な証言を得ることはできなかった。 
さらに、オンライン記録から、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったの

は平成 17年 10月１日であることが確認できるところ、同社は、申立期間当時

は厚生年金保険の適用事業所ではなかったことから、従業員の給与から厚生年

金保険料を控除していなかった旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


